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1. 序論 
日本は世界でも有数の地震大国であり、1923年に発生した関東大震災や、1995年に発生
した阪神淡路大震災、2011 年に発生した東日本大震災などの規模の大きな地震によって、
多くの人命や建造物が甚大な被害を受けた。しかし、地震発生を予め察知しておくことが
可能となれば、このような事態を未然に防ぐことに繋がる。したがって、地震予知の実現
は極めて重要な課題と言える。まず、地震予知は大きく分けて「長期的予知」と「短期的
予知」に区別できる。長期的予知とは地質や断層の調査によって地震を予知するものだが、
年単位での漠然とした予知となるため、予知情報の具体性に欠けており、避難行動にも繋
がりにくいといった欠点がある。一方、短期的予知は日単位での地震の予知を実現するも
のである。したがって、予知情報に具体性がある「短期的予知」が望まれるが、現状では
確固たる技術として確立していない。 
近年、短期地震予知として、電磁気学的現象と地震発生の関連性について様々な観測結
果が報告されている（１）（２）。電磁気学的現象を間接的に観測した主な例として、VLF 帯と
VHF帯における電波観測が挙げられる。VLF帯における観測では、電離層・大地導波管モ
ードで伝搬する電波を観測することで電離層下部の擾乱を捉え、地震と関連付けている（３）。
また、VHF 帯を用いた観測では、見通し外 VHF 帯の電波伝搬を捉えることで地震と関連
付けている（４）（５）。一方、筆者らは見通し内 VHF帯放送波を観測しており、統計的な処理
に基づいて伝搬異常と地震の関連性について検証を行っている（６）（７）（８）（９）（１０）。本稿で
は、伝搬異常と地震の関連性を探るための解析手法として、連続ウェーブレット変換を使
用した電波伝搬の異常検出を採用し、伝搬異常と地震の関連性を示す具体的な評価値とし
て適中率と予知率、及びこれらの相乗平均を適用した。なお、伝搬異常と地震の関連性を
評価する方法として、適中率と予知率の相乗平均を用いたが、これは筆者ら独自の評価方
法である。また、地震の他に伝搬異常を発生させるような自然現象にも着目した。この点
に関しては、過去に雷雲発生時に見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常が発生していたという
報告もされている（１１）。従って、伝搬異常と地震の関連性に影響を与える他の自然現象に
ついても検証を行うことにし、その一つの例として、伝搬路近辺の地表面平均風速に着目
した。過去に見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常の発生原因として大気屈折率の変化につい
て述べ、さらに地表面付近の風が強い日には伝搬異常が発生しにくいといった報告もされ
ている（１２）。しかし、風速と伝搬異常及び地震の間の関連性については、過去に確率的な
検証が行われていないため、筆者らは風速と伝搬異常及び地震の関連性について検証を行
った。本稿では伝搬異常と地震の関連性について統計的な検証を行うとともに、地表面に
おける平均風速を考慮した上での伝搬異常と地震の関連性についても検証を行い、両者を
比較することで伝搬異常と地震の関連性及び地表面平均風速との関連性を考察する。 
また、本研究室で現状稼働させている地震予知システムについても述べる。加えて、東
日本大震災の発生前後での見通し内VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性の違いについ
て検証を行ったため、その点についても考察を行う。 
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2. 観測方法 
本稿で取り扱うデータは、各地に存在する電波塔から送信されている VHF 帯放送波の一
部であり、群馬大学桐生キャンパスに複数のアンテナを設置することで電波の受信電力を
取得している。本研究室で取得している VHF帯放送波については以下の表 2-1に示す。 
 
表 2-1 本研究室で観測を行っている VHF帯放送波の送信点と、その呼称及び周波数 
送信点 放送波 
東京タワー 
放送大学 （77.1MHz） 
FM 東京 （80.0MHz） 
Inter FM 897 （89.7MHz） 
東京スカイツリー 
Jwave （81.3MHz） 
NHK FM 東京 （82.5MHz） 
千葉県三山 
Bay FM （78.0MHz） 
NHK FM 千葉 （80.7MHz） 
埼玉県平野原 NHK FM 埼玉(1) （85.1MHz） 
埼玉県美の山公園 
NACK5(1) （77.5MHz） 
NHK FM 埼玉(2) （83.5MHz） 
埼玉県飯盛峠 NACK5(2) （79.5MHz） 
長野県美ヶ原 
長野 FM （79.7MHz） 
NHK FM 長野 （84.0MHz） 
茨城県燕山 NHK FM 水戸 （83.2MHz） 
遠方 
FM 熊本 （77.4MHz） 
広島 FM （78.2MHz） 
FM 大阪 （80.2MHz） 
FM 沖縄(1) （87.3MHz） 
NHK FM 松山 （87.7MHz） 
FM 上海 （87.9MHz） 
FM 沖縄(2) （89.1MHz） 
南京 （89.7MHz） 
FM 北海道 （80.4MHz） 
FM 秋田 （82.8MHz） 
NHK FM 北海道 （89.1MHz） 
 
また、本研究室が VHF 帯放送波の観測を行うことを目的として、構築している観測シス
テムを以下の図 2-1に示す。 
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図 2-1 観測システム 
 
本研究室では様々な地点から送信されている VHF帯放送波を受信している。具体的には
群馬大学桐生キャンパス 3 号館の屋上に複数の八木アンテナを設置しており、これら全て
のアンテナが 1 つのアンテナ切替器と接続されている。また、アンテナ切替器はスペクト
ラムアナライザと接続されている。これらのアンテナ切替器及びスペクトラムアナライザ
は研究室内の制御用パーソナルコンピュータによって自動で制御されており、複数のアン
テナを 24時間体制で常時切り替えることで、各放送波の受信電力（dBm）の取得を行って
いる。また、取得している放送波の受信電力データは、随時本研究室のホームページに投
稿しているため、インターネットが使用可能な環境であれば、どこからでも観測データの
様子を確認することができる（１３）。 
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3. 解析方法 
本稿で主に扱う放送波として、前述した表 2-1に示した各放送波の中から、東京スカイツ
リーを送信点としているNHK FM 東京（82.5MHz）と、埼玉県平野原送信所を送信点と
しているNHK FM 埼玉（85.1MHz）の 2つを解析対象として抜粋した。群馬大学桐生キ
ャンパス - 東京スカイツリー間の距離は約 90km、群馬大学桐生キャンパス – 埼玉県平野
原送信所間の距離は約 68km であることから、送信点と受信点の位置関係はどちらも見通
し内距離に位置している。よって、本稿で解析対象とした放送波は、見通し内 VHF帯放送
波といえる。 
解析期間は 2012年 4月 23日から 2015年 4月 22日までの 3年間とし、この期間内での
見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性について、統計的に検証を行う。 
 
3.1. 停波削除 
本稿で扱う見通し内 VHF帯放送波では、以下の図 3.1のような急激な受信電力の変化が
確認できた。このような波形は停波と呼ばれており、送信局側が不具合や点検によって、
放送を休止している状態を示している。この受信電力データをそのまま扱い、伝搬異常を
検出するための異常判定を行ってしまうと、停波が伝搬異常となり得る可能性が高い。そ
こで、このような停波はあらかじめ取り除いた上で解析を行うことにした。 
  
図 3.1 VHF帯放送波における停波の様子 
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3.2. 電波伝搬データの規格化 
本研究室で観測を行っている見通し内 VHF帯放送波の受信電力は電波伝搬の性質上、気
温や湿度などの気象条件による影響を受けやすい。そのため、例として本稿で解析対象と
しているNHK FM 埼玉（85.1MHz）の全解析期間（3年間分）の受信電力データを元に、
1日を 5分刻みに、288個のセグメントに分割してそれぞれの標準偏差を算出した。標準偏
差を算出するための平均値については、以下の式（3.1）に示す。式（3.1）で、𝑚 は 5分の
時間幅を範囲とした一つのセグメントを表しており、𝜇𝑚 はその時間帯における受信電力の
平均値、𝑛 はその時間帯におけるデータ（母集団）の数、𝑥𝑖  は受信電力データ（dBm）を
示している。また、式（3.2）で 𝜎𝑚 は𝜇𝑚 と同様に、ある時間帯における標準偏差を示して
いる。式（3.1）及び式（3.2）から、全解析期間（3 年間分）の受信電力データを用いて、
1日を 5分刻みに分割した場合のそれぞれの標準偏差を算出し、以下の図 3.2に示した。 
𝜇𝑚 =
1
𝑛
∑ 𝑥𝑖
𝑛
𝑖=1
 (3.1) 
 
𝜎𝑚 = √
1
𝑛
∑ 𝑥𝑖2 − 𝜇𝑚2
𝑛
𝑖=1
 (3.2) 
 
 
図 3.2 解析期間中の全データから算出した 5分刻みの標準偏差 
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図 3.2 より、3 年間分の見通し内 VHF帯放送波の受信電力データから、昼間の時間帯と
夜間の時間帯では受信電力のばらつきの度合いに大きな差があることがわかる。本稿で筆
者が採用した解析方法である連続ウェーブレット変換は特定の波形の畳み込みを行って、
受信電力値の時間変化分を数値として検出するため、昼夜の違いによる受信電力の変動の
違いを取り除かなければ、異常検出の結果に偏りが生じてしまう可能性が高い。そこで受
信電力データに対して規格化を行うことで、昼夜の差による受信電力への影響を取り除く
ことにした。規格化の式は以下の式（3.3）に示す。 
式（3.3）で 𝑋𝑖  は規格化電波伝搬データ、 𝜇𝑚 は受信電力データの時間に対応した平均値、
 𝜎𝑚 は受信電力データの時間に対応した標準偏差を示している。 
 
𝑋𝑖 =
𝑥𝑖 − 𝜇𝑚
𝜎𝑚
 (3.3) 
 
式（3.1）、式（3.2）、式（3.3）より、解析対象とした放送波の全解析期間のデータから、
1日を 5分刻みにした場合のそれぞれの平均値と標準偏差を算出し、その値をもって受信電
力値を規格化した。例として図 3.3 に NHK FM 埼玉（85.1MHz）の受信電力、図 3.4 で
は規格化を行った結果（規格化電波伝搬データ）を示した。本稿では図 3.4のような規格化
電波伝搬データを使用して伝搬異常を検出し、地震との関連性を確かめていくものとする。 
 
図 3.3 NHK FM 埼玉（85.1MHz）の受信電力データ 
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図 3.4 規格化電波伝搬データ 
 
3.3. 連続ウェーブレット変換 
解析対象とする見通し内 VHF帯放送波の受信電力（規格化電波伝搬データ）から伝搬異
常を検出する方法として、筆者は波形の変動に着目し、スペクトル解析手法である連続ウ
ェーブレット変換を採用した。スペクトル解析手法として一般的に知られているのはフー
リエ変換や短周期フーリエ変換であるが、フーリエ変換を使用すると時間領域の情報を失
ってしまうことになる。つまり、伝搬異常と地震の時間関係を追究する本解析には不適で
あることがわかる。また、短周期フーリエ変換は時間領域と周波数領域の情報を得ること
ができたとしても、常に一定の窓関数を使用して解析を行うため、周波数分解能と時間分
解能がトレードオフの関係になってしまう。しかし、本稿で扱う連続ウェーブレット変換
は解析対象とする信号に対してマザーウェーブレットと呼ばれる窓関数を伸縮させながら
平行移動させることで、信号に含まれている特定の周波数成分を数値化し、その時間変化
分についても取得することができる。筆者は地震と関連している伝搬異常が波形の変動と
して表れると考えているが、どの程度の波形の変動が地震と関連しているかはわからない
ため、伸縮可能なマザーウェーブレットを使用する連続ウェーブレット変換が伝搬異常を
検出する方法として適切であると考えた。連続ウェーブレット変換の式は以下の式（3.4）
に示す。 
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𝑊(𝑏, 𝑎) =
1
√𝑎
∫ 𝜓∗ (
𝑡 − 𝑏
𝑎
) 𝑥(𝑡)𝑑𝑡
+∞
−∞
 (3.4) 
 
式（3.4）で、𝑎（𝑎 > 0）はスケールパラメータ（Scale parameter）を示しており、これ
はマザーウェーブレットを伸縮させる値である。また、 𝑏は平行移動に用いる時間シフト
パラメータ、𝜓∗(𝑡)はマザーウェーブレットの複素共役、𝑊(𝑏, 𝑎)はウェーブレット係数
（Wavelet coefficient）、𝑥(𝑡)は解析対象の信号を示している。マザーウェーブレットには
様々な種類があるが、本稿ではMorlet Waveletを採用している。Morlet Waveletは以下の
式（3.5）で定義することができる。また、Morlet Waveletの概形を図 3.5に示した。 
 
𝜓(𝑡) =
1
√𝜋
4 𝑒𝑥𝑝(𝑗𝜔𝑡)𝑒𝑥𝑝 (−
𝑡2
2
)   , ω = π√
2
𝑙𝑛(2)
 (3.5) 
 
 
図 3.5 Morlet Waveletの概形 
 
式（3.5）に示したMorlet Waveletの構成式は複素数で表されているため、式（3.4）に
おいて連続ウェーブレット変換を行う際にマザーウェーブレットとして使用すると、変換
結果であるウェーブレット係数 𝑊(𝑏, 𝑎)も複素数となる。そこで本稿の解析ではウェーブレ
ット係数 𝑊(𝑏, 𝑎)を算出後に絶対値を取ることにする。実際に、規格化電波伝搬データに対
して連続ウェーブレット変換を行うと、図 3.6のように、スケールパラメータ別にウェーブ
レット係数が得られる。図 3.6では例として、ある 1日分の見通し内 VHF帯放送波の受信
電力の変換結果を示している。 
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図 3.6 連続ウェーブレット変換によって得られたウェーブレット係数の一部 
 
図 3.6より、連続ウェーブレット変換を行うと、スケールパラメータが小さいほどウェー
ブレット係数の時間変化が明確となり、時間分解能に優れていることがわかる。逆に、ス
ケールパラメータが大きくなるほどウェーブレット係数の値の変化が明確となり、周波数
分解能に優れていることがわかる。 
 
3.4. 異常判定方法 
連続ウェーブレット変換によって得られたウェーブレット係数のうち、例として、ある
スケールパラメータを使用した際のウェーブレット係数の時間変化分を、以下の図 3.7に示
した。このウェーブレット係数の時間変化分に対して「閾値 𝑡ℎ」及び「伝搬異常継続時間
長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を設けることで伝搬異常を定義する。具体的には、あるスケールパラメー
タ 𝑎において、「閾値 𝑡ℎ」を超える電波伝搬データ（ウェーブレット係数 |𝑊(𝑏, 𝑎)|）が 5
時間以内の間隔で連続して発生した場合、「閾値 𝑡ℎ」を超えたデータの始まりから終わりま
での時間差を伝搬異常継続時間（Duration time of anomalous propagation）として扱い、
設けていた「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を超えていた場合に伝搬異常とみなすこと
にした。 
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図 3.7 ウェーブレット係数の時間変化分を利用した伝搬異常の検出 
 
図 3.7 では、例として電波伝搬データのウェーブレット係数 |𝑊(𝑏, 𝑎)|に対して「閾値 
𝑡ℎ = 3.0」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 30 [min]」といった条件を設けた際の伝搬異常の
定義方法について示している。まず、「閾値 𝑡ℎ = 3.0」を超えたデータが 11 月 12 日の 15
時頃に発生していることがわかる。すると、19 時頃に再び「閾値 𝑡ℎ = 3.0」を超えたデー
タが表れており、その時間差は 4時間であるため、1つの伝搬異常発生と判断した。さらに
22 時頃に 3 度目の「閾値 𝑡ℎ = 3.0」を超えたデータが表れており、1 つ前の伝搬異常との
時間差は 3 時間であることから、これら 3 つの伝搬異常をまとめて 1 つの伝搬異常発生と
判断した。この場合は、伝搬異常の継続時間は 15時～22時程度（420 [min]）となり、あ
らかじめ設けていた「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 30 [min]」を大きく上回っているため、
伝搬異常データとして定義される。このような解析方法によって定義した伝搬異常を元に、
本稿では地震との関連性を統計的に検証する。 
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4. 伝搬異常と地震の結びつき 
4.1. 解析対象とする地震 
まず、伝搬異常と地震の関連性について考える前に、伝搬異常と関連していると思われ
る地震について考慮する必要がある。なぜならば、全国の地震全てを解析対象とすると、
地震発生数があまりにも多くなってしまい、定量的な解析が不可能となるためである。そ
こで地震データに対して「マグニチュード M」の下限値及び「伝搬路と震央までの距離 L 
[km]」の上限値、「震源までの深さ D [km]」の上限値を、それぞれ条件として設けること
で解析対象とする地震を決定する。この時、「伝搬路と震央までの距離 L [km]」について
は、放送波ごとに同じ距離を設けても、伝搬路が異なるために、解析対象となる震源域が
異なる点に注意しなくてはならない。例として「伝搬路と震央地点までの距離 L≦100 [km]」
とした際の各放送波の伝搬路と、解析対象となる地震の震源域の違いについて、以下の図
4.1に示す。 
 
 
図 4.1 各放送波の伝搬路を考慮した上で解析対象となる震源域の範囲の違い 
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4.2. 伝搬異常と地震の時間的関連付け 
各放送波の伝搬異常と地震を時間的に関連付けるために「関連付け時間長 𝑡per [days]」
について考える。これは、地震発生時刻から 𝑡per だけ設けた時間幅の中で、伝搬異常が発
生した場合に「伝搬異常と地震の併発」とみなすための指標である。地震発生時刻よりも
前に発生した伝搬異常との関連付けを行う場合には、関連付け時間長は負の値で表すこと
ができ、逆に地震発生時刻よりも後に発生した伝搬異常との関連付けを行う場合には、関
連付け時間長は正の値で表すことができる。例として 𝑡per =  −2 [days]とすれば、解析対
象としている地震の発生時刻 2 日前から地震発生時刻までの間に伝搬異常が発生している
と「伝搬異常と地震の併発」となる。筆者は短期地震予知を目的としているため、本稿で
は図 4.2に示すように 𝑡per =  −1 [day]として解析を行うこととする。つまり、解析対象と
している地震の発生時刻 1 日前から地震発生時刻までの間に伝搬異常が発生していた場合
に「伝搬異常と地震の併発」とみなしている。 
 
 
図 4.2 関連付け時間長 
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5. 伝搬異常と地表面平均風速の結びつき 
本稿では、伝搬異常と地震の関連性について考えているが、伝搬異常の発生原因は地震
だけではなく、他にも様々な要因が絡み合っているものと考えられる。そこで、筆者は自
然現象の一つとして考えることができる風速について考慮し、伝搬異常と地表面平均風速
の関連性に着目した。 
本稿で扱っている見通し内 VHF帯放送波はNHK FM 東京（82.5MHz）とNHK FM 埼
玉（85.1MHz）であり、4.1節の図 4.1より各放送波の伝搬路は似た経路であることがわか
る。そこで、各放送波の伝搬路近辺であり、送受信点間の中間地点に存在する熊谷気象台
の気象データを使用して、各放送波の伝搬異常と風速の時間的関連性について考察した。
各放送波の伝搬路と熊谷気象台の位置関係については図 5.1に改めて示す。ここで使用する
風速データは、熊谷気象台で1時間ごとに観測された地表面平均風速 𝑊speed [m/s]である。
例として図 5.2 及び図 5.3 に、本稿で解析対象としている NHK FM 埼玉（85.1MHz）の
伝搬異常が発生していた期間での、伝搬異常の様子と熊谷地点の風速値を同時に示した。 
 
図 5.1 各放送波の伝搬路と熊谷気象台の位置関係 
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図 5.2 伝搬異常発生時と強風発生時の様子（1） 
 
 
図 5.3 伝搬異常と強風発生時の様子（2） 
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図 5.2や図 5.3のような例は、観測期間内の他の時間帯でもいくつか発生していた。これ
らの傾向から風速値が比較的低い時間帯で伝搬異常が発生しており、風速値が比較的高い
時間帯では伝搬異常が発生しづらいものと判断できる。それを裏付ける理由として、見通
し内VHF帯放送波の伝搬異常発生のメカニズムとして考えられている大気の屈折率異常に
対して、強風による大気の撹拌が起こることで、屈折率の異常を抑えていると考えること
ができる。そのため、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地表面平均風速の関連性につい
て考察しながら、伝搬異常と地震の関連性について、統計的に検証を行う。 
 
5.1. 強風判定方法 
伝搬異常と地表面平均風速の関連性を確かめるため、風速値に「風速の閾値 𝑊th」と「強
風継続時間長 𝑊time [min]」を設けて強風を定義する。これは 3.4 節で述べた伝搬異常の定
義方法と似ているが、こちらは「風速の閾値 𝑊th」を超えた風速データが連続して「強風
継続時間長 𝑊time [min]」を超えた場合に、強風と判断している。 
 
図 5.4 強風の定義方法 
 
例として図 5.4に強風の定義方法について示す。図 5.4では、熊谷地点の地表面平均風速
値 𝑊speed [m/s]に対して「風速の閾値 𝑊th = 4.0」、「強風継続時間長 𝑊time = 360 [min]」
といった条件を設けた際の強風の定義方法について示している。まず、「風速の閾値 
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𝑊th = 4.0」を超えたデータが 4 月 26 日の 7 時頃に発生していることがわかり、4 月 27 日
の 2 時頃まで「風速の閾値 𝑊th = 4.0」を上回っていることがわかる。この時間差は
1140[min]（19時間）であり、あらかじめ定義しておいた「強風継続時間長 𝑊time = 360 [min]」
よりも長時間の間、風速の閾値を連続して上回っていたため、1 つの強風発生時間とした。
また、4月 28日の 15時頃に再び「風速の閾値 𝑊th = 4.0」を超えたデータが発生している
ことがわかるが、19 時頃にはもう「風速の閾値 𝑊th = 4.0」を下回っているため、強風継
続時間は 240[min]と判断され、「強風継続時間長 𝑊time = 360 [min]」を上回っていない。
そのため、この時間帯は強風とは判断されないことになる。このような解析方法によって
定義した強風を元に、本稿では伝搬異常との関連性を考察し、その上で伝搬異常と地震の
関連性に結び付けていくこととする。 
 
5.2. 伝搬異常と地震及び強風の時間的関連付け 
5.1 節で強風発生時間の定義方法について述べた。そのため、5.2 節では強風発生時の伝
搬異常と地震データに対する時間的関連付けの方法について述べる。以下の図 5.5にその概
要を示す。 
 
図 5.5 強風発生時の伝搬異常と地震への時間的関連付け方法 
 
図 5.5に示した通り、強風発生時間では伝搬異常が発生しにくいといった推測を元に、伝
搬異常と地震の時間的関連付けを行う際、強風が発生した場合には「関連付け時間長 𝑡per = 
-1 [day]」で伝搬異常と地震の関連付けが行えないと判断し、強風発生後から 1日以内に発
生した地震は伝搬異常との関連付けを行わず、解析対象外とした。また、地震データのみ
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を解析対象外とするだけでなく、解析対象外となった地震の発生前 1 日以内に発生してい
た伝搬異常データも解析対象外とした。そのため、強風発生時間近辺の伝搬異常データ及
び地震データは解析対象外となり、欠損データとして扱うことにし、互いの関連性につい
ては考慮しないこととした。 
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6. 評価方法 
本稿では、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性を評価する方法として「適
中率と予知率の相乗平均」を採用している。また、別の視点から伝搬異常と地震の関連性
を評価する方法として「確率利得」についても考慮する。 
 
6.1. 適中率と予知率の相乗平均 
伝搬異常と地震発生の関連性を統計的に検証するための評価値として、適中率（Hit rate）
と予知率（Prediction rate）、及びそれらの相乗平均（Geometric mean of Hit rate and 
Prediction rate）を使用する。 
適中率とは「伝搬異常の総発生数に対する地震と併発した伝搬異常の数」を割合で示し
たもので、以下の式（6.1）で表すことができる。 
 
適中率 =  
地震と併発していた伝搬異常の数
伝搬異常の総発生数
 (6.1) 
 
また、予知率とは「地震の総発生数に対する伝搬異常によって予知された地震の数」を
割合で示したもので、以下の式（6.2）で表すことができる。 
 
予知率 =  
伝搬異常と併発していた地震の数
地震の総発生数
 (6.2) 
 
ここで適中率と予知率の両者を考慮しなければいけない理由を述べる。 
 
図 6.1 適中率と予知率の両者を考慮する理由 
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図 6.1より、まず伝搬異常の総発生数を解析対象の地震の総発生数に対して極めて少なく
定義するような解析条件を使用したとする。この場合、伝搬異常が地震と併発していたと
しても、ほとんどの地震を察知することができずに逃してしまう。よって、全ての伝搬異
常が地震と併発して適中率が 1 になったとしても、予知率は低い値となる。逆に、伝搬異
常の総発生数を解析対象の地震の総発生数に対して極めて多く定義するような解析条件を
使用したとする。この場合、伝搬異常はほとんどの解析期間内で発生しているため、地震
との併発は容易となる。よって予知率の値はほぼ 1 となる。しかし、地震と併発していな
い伝搬異常が多くなるため、適中率は低い値となる。これらの二つの極端な例からわかる
ように、どちらか片方が優れていたとしても、地震予知に関しては信頼性が低い結果とな
ってしまう。そのため、本稿の解析では適中率と予知率に同等の重み付けを行い、これら
の相乗平均をとることで評価値としている。適中率と予知率の相乗平均は以下の式（6.3）
で表すことができる。 
 
適中率と予知率の相乗平均 = √適中率 ×  予知率 (6.3) 
 
6.2. 確率利得 
本稿では、適中率と予知率の相乗平均を評価値として、伝搬異常と地震の関連性を検証
していくが、その際に伝搬異常と地震が偶然併発した可能性も考慮しなければならない。
そこで確率利得 𝐺P（Gain of probability）を使用して、伝搬異常と地震の関連性を異なっ
た視点からも評価する。確率利得とは、関連付け時間長 𝑡per [days]内で伝搬異常と地震が
無関係であったとしても偶然併発する確率と、実際に伝搬異常と地震が併発した確率の比
をとることで、伝搬異常と地震の関連性を評価する方法である。 
 
6.2.1. 観測併発確率 
まず、伝搬異常と地震が実際に併発した際の観測併発確率 𝑃obsを算出する。これは伝搬
異常の総発生数 𝑁anomと、実際に地震と併発していた伝搬異常の数 𝑁obsの比から算出でき
る。観測併発確率 𝑃obsは以下の式（6.4）で表すことができる。 
 
𝑃obs  =  
𝑁obs
𝑁anom
 (6.4) 
 
例えば、伝搬異常の総発生数 𝑁anom = 10であり、そのうち関連付け時間長内で実際に地
震と併発していた伝搬異常の数 𝑁obs = 3であった場合、観測併発確率 𝑃obs = 0.3となる。 
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6.2.2. 無相関併発確率 
次に無相関併発確率 𝑃uncについて述べる。その際、観測期間 𝑇all [days] 内で解析対象と
した地震が 𝑁eq回発生していたとする。これらの地震全てが関連付け時間長 𝑡per [days]外
で発生する確率 𝑃unc̅̅ ̅̅ ̅は以下の式（6.5）で表すことができる。 
 
𝑃unc̅̅ ̅̅ ̅  =  (
𝑇all − |𝑡per|
𝑇all
)
𝑁eq
 (6.5) 
 
ここで全事象と、解析対象とした全地震が関連付け時間長 𝑡per [days]外で発生する確率 
𝑃unc̅̅ ̅̅ ̅の差分をとることで、無相関併発確率 𝑃uncを算出する。無相関併発確率 𝑃uncは以下の
式（6.6）で表すことができる。 
 
𝑃unc  =  1 − (
𝑇all − |𝑡per|
𝑇all
)
𝑁eq
 (6.6) 
 
例えば、解析期間を 3年間とし、その期間内で解析対象となる地震が 𝑁eq = 10であった
とする。その場合、観測期間 𝑇all = 1095 [days]となり、伝搬異常と地震を時間的に関連付
けるための関連付け時間長 𝑡per = −1 [day]とすれば、無相関併発確率 𝑃unc = 9.09 × 10
−3
となる。つまり、解析期間内で 10 回発生していた地震が、伝搬異常の発生によって偶然、
関連付け時間長 𝑡per = −1 [day]内で併発する確率は限りなく低確率であることがわかる。 
 
6.2.3. 確率利得の算出 
6.2.1 節の式（6.4）と 6.2.2 節の式（6.6）より、確率利得 𝐺P は以下の式（6.7）で表す
ことができる。 
 
𝐺P  =  
𝑃obs
𝑃unc
 (6.7) 
 
式（6.7）より、確率利得は観測併発確率と無相関併発確率の比をとっているため、確率
利得の値が 1 に近い値であれば、得られた解析結果における伝搬異常と地震の併発は、偶
然発生したものと考えることができ、無相関であると言える。しかし、確率利得の値が 1
より大きければ大きいほど、関連付け時間長内で伝搬異常と地震が併発しやすく、伝搬異
常と地震の間には統計的に関連性が存在していることがわかる。 
筆者は適中率と予知率の相乗平均を評価値として伝搬異常と地震の関連性を検証すると
ともに、確率利得 𝐺Pを算出することで解析結果の妥当性も検証する。 
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7. 解析結果 
本稿で解析対象とした見通し内 VHF帯放送波のNHK FM 東京（82.5MHz）とNHK FM 
埼玉（85.1MHz）において、連続ウェーブレット変換を適用して「関連付け時間長 𝑡per =  −1 
[day]」とした上で、伝搬異常と地震の関連性を検証した。その際、各放送波において解析
条件として「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を変
数として設けることで伝搬異常を定義し、「マグニチュード M」、「伝搬路と震央までの距離 
L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を変数として設けることで、解析対象とする地震を定
義する。その上で「適中率と予知率の相乗平均」が最も高かった結果、つまり伝搬異常と
地震が最も関連していると考えられる結果について考察する。また、確率利得を算出する
ことで、異なった視点からも伝搬異常と地震の関連性を考察する。 
各放送波において伝搬異常と地震の関連性を検証した後、伝搬路の中間地点である熊谷
気象台の地表面平均風速データを使用して、「風速の閾値  𝑊th」と「強風継続時間長 
𝑊time [min]」を定義し、強風を判断する。ここで強風と判断された時間帯近辺の伝搬異常
データ及び地震データは欠損データとして扱い、解析対象外とすることで、改めて各放送
波の伝搬異常と地震の関連性を確かめる。 
 
7.1. NHK FM 東京（82.5MHz） 
7.1.1節では解析対象とする見通し内 VHF帯放送波をNHK FM 東京（82.5MHz）とし
た際の伝搬異常と地震の関連性について考察する。また 7.1.2節では、伝搬異常と地表面平
均風速の関連性を踏まえた上で、強風発生時間近辺を欠損データとして扱った場合の伝搬
異常と地震の関連性について、改めて考察する。 
 
7.1.1. 伝搬異常と地震の関連性 
7.1.1節では 3年間分の NHK FM 東京（82.5MHz）の電波伝搬データに対して、様々な
「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を設けることで
伝搬異常をいくつものパターンで定義し、解析対象とする地震についても様々な「マグニ
チュード M」、「伝搬路と震央までの距離 L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を設けるこ
とで、いくつものパターンを定義し、関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とした上で、最も
伝搬異常と地震の関連性を確認できた解析パラメータと、その結果について述べる。これ
らを踏まえた解析結果を以下の表 7-1に示した。ここでは、伝搬異常と地震の関連性を評価
する方法として適中率と予知率の相乗平均に重点を置いている。 
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表 7-1 NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常の定義方法と 
解析対象とする地震の定義方法、及び伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 東京（82.5MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet Waveletのスケールパラメータ 
 𝑎 
（時間幅） 
9.801 
(30 [min]) 
閾値 
𝑡ℎ 
3.0 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 
30 [min] 
解析対象とする地震のマグニチュード 
𝑀 
𝑀 ≧ 4.9 
解析対象とする地震の震央地点から 
伝搬路までの距離 
𝐿 
𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の震源までの深さ 
𝐷 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常の発生数 
𝑁anom 
11 
地震の発生数 
𝑁eq 
13 
適中率 0.182 
予知率 0.154 
適中率と予知率の相乗平均 0.167 
確率利得 
𝐺P 
15.4 
 
表 7-1 より、NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常は、3 年間の解析期間のうち、11
回発生しており、同じ期間で伝搬路近辺の規模の大きな地震は 13回発生していることがわ
かる。これらの伝搬異常データと地震データから、適中率が 0.182、予知率が 0.154といっ
た解析結果が得られている。そのため、11 回発生していた伝搬異常のうち 2 つの伝搬異常
が、13 回発生していた地震のうち 2 つの地震と併発していたことがわかった。ここで併発
していた地震データは以下の図 7.1に示す。また、NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常
23 
 
 
と併発していた地震と併発していなかった地震の、伝搬路との位置関係について、図 7.2に
示す。 
 
 
図 7.1 NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 7.2 NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
上記の結果から、表 7-1で示した「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続
時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を使用して伝搬異常を検出することで、伝搬路近辺で発生する比較的
規模の大きな地震を 2 割に満たない程度の確率で、地震発生 1 日前に予知できることを意
味している。また図 7.2から、現段階での解析の傾向では、千葉県方面の地震との併発が確
認できている。また、長期の解析期間の中で発生していた十数個の伝搬異常と地震が併発
していたため、確率利得の値も大きく、NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常と伝搬路
近辺で発生した比較的規模の大きな地震は偶然併発しているわけではないことがわかる。 
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7.1.2. 強風発生時間近辺を欠損データとした場合の伝搬異常と地震の関連性 
7.1.1節で述べたNHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常と地震の関連性を踏まえた上で、
熊谷気象台の地表面平均風速を用いて、「風速の閾値 𝑊th」と「強風継続時間長 𝑊time [min]」
を定義し、強風を判断する。5.2節より、ここで強風と判断された時間帯近辺の伝搬異常デ
ータ及び地震データは、欠損データとして扱い、解析対象外とする。その上で再び NHK FM 
東京（82.5MHz）の伝搬異常と伝搬路近辺の地震の関連性について、検証を行う。そのほ
かの解析条件は 7.1.1節と同様で、3年間分のNHK FM 東京（82.5MHz）の電波伝搬デー
タに対して、様々な「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」
を設けることで伝搬異常を定義し、地震についても様々な「マグニチュード M」、「伝搬路
と震央までの距離 L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を設けることで、解析対象とする
地震を定義する。これらの伝搬異常データ及び地震データから強風発生時間近辺のものを
解析対象外とした上で、関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]で、最も伝搬異常と地震の関連
性が存在した解析パラメータと、その結果について以下の表 7-2に示した。 
表 7-2と 7.1.1節の表 7-1を比較すると、伝搬異常を定義するための解析条件は、ほぼ変
化していないことがわかる。また、解析対象としている地震についても解析条件は変化し
ていないことがわかる。そのため、表 7-1と表 7-2における解析条件の差として、強風を考
慮する際に設けた解析条件が大きく左右していると考えられる。ここで表 7-2の伝搬異常の
発生数と地震の発生数に着目すると、伝搬異常の発生数及び地震の発生数が表 7-1と比べて
減少していることがわかる。つまり、強風発生時間近辺にいくらかの伝搬異常および地震
が発生していたため、欠損データとなっていることを意味している。この点を踏まえた上
で、適中率と予知率に着目すると、表 7-1と比べて強風を考慮して強風発生時間近辺のデー
タを欠損データとした表 7-2の結果の方が、的中率及び予知率が向上していることがわかる。
つまり、強風発生時間近辺に発生していた伝搬異常は地震と、地震は伝搬異常との関連性
がなく、これらを解析対象外としたことで、適中率及び予知率の値が向上したと考えるこ
とができる。この結果から強風発生時間近辺では、伝搬異常と地震の関連性について考慮
することは避けたほうが良いことがわかった。 
また、強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした上で、NHK 
FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常と併発していた地震データを以下の図 7.3に示した。ま
た、伝搬異常と併発していた地震と併発していなかった地震の、伝搬路との位置関係につ
いて、図 7.4に示す。 
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表 7-2 NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常の定義方法と 
解析対象とする地震の定義方法、及び伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 東京（82.5MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet Waveletのスケールパラメータ 
 𝑎 
（時間幅） 
9.704 
(30 [min]) 
閾値 
𝑡ℎ 
3.2 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 
40 [min] 
解析対象とする地震のマグニチュード 
𝑀 
𝑀 ≧ 4.9 
解析対象とする地震の震央地点から 
伝搬路までの距離 
𝐿 
𝐿 ≦ 105 [km] 
解析対象とする地震の震源までの深さ 
𝐷 
𝐷 ≦ 50 [km] 
風速の閾値 
𝑊th 
3.1 
強風継続時間長 
𝑊time 
360 [min] 
伝搬異常の発生数 
𝑁anom 
10 
地震の発生数 
𝑁eq 
11 
適中率 0.300 
予知率 0.273 
適中率と予知率の相乗平均 0.286 
確率利得 
𝐺P 
30.0 
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図 7.3 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした 
際に、NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 7.4 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした 
際の、NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬路及び、その伝搬異常と 
併発していた地震、併発していなかった地震の位置関係 
 
図 7.3及び図 7.4から、強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データ
として扱った場合でも、NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常は千葉県方面の地震との
関連性を示していたことがわかった。 
また、より厳選された伝搬異常データと地震データが、それぞれ併発したことにより、
適中率と予知率の相乗平均及び確率利得も大幅に向上していることがわかった。 
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7.2. NHK FM 埼玉（85.1MHz） 
7.2.1節では解析対象とする見通し内 VHF帯放送波をNHK FM 埼玉（85.1MHz）とし
た際の伝搬異常と地震の関連性について考察する。また 7.2.2節では、伝搬異常と地表面平
均風速の関連性を踏まえた上で、強風発生時間近辺を欠損データとして扱った場合の伝搬
異常と地震の関連性についても考察する。 
 
7.2.1. 伝搬異常と地震の関連性 
7.2.1節では 3年間分の NHK FM 埼玉（85.1MHz）の電波伝搬データに対して、様々な
「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を設けることで
伝搬異常をいくつものパターンで定義し、解析対象とする地震についても様々な「マグニ
チュード M」、「伝搬路と震央までの距離 L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を設けるこ
とでいくつものパターンを定義し、関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とした上で、最も伝
搬異常と地震の関連性が存在した解析パラメータと、その結果について、以下の表 7-3に示
した。ここでは、伝搬異常と地震の関連性を評価する方法として適中率と予知率の相乗平
均に重点を置いている。 
表 7-3 より、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常は、3 年間の解析期間のうち、23
回発生しており、同じ期間で伝搬路近辺の規模の大きな地震は 21回発生していることがわ
かる。これらの伝搬異常データと地震データから、適中率が 0.174、予知率が 0.191といっ
た解析結果が得られている。そのため、23 回発生していた伝搬異常のうち 4 つの伝搬異常
が、21 回発生していた地震のうち 4 つの地震と併発していたことがわかった。ここで併発
していた地震データについては以下の図 7.5に示す。また、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の
伝搬異常と併発していた地震と併発していなかった地震の、伝搬路との位置関係について、
以下の図 7.6に示す。 
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表 7-3 NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常の定義方法と 
解析対象とする地震の定義方法、及び伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 埼玉（85.1MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet Waveletのスケールパラメータ 
 𝑎 
（時間幅） 
27.65 
(90 [min]) 
閾値 
𝑡ℎ 
3.0 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 
40 [min] 
解析対象とする地震のマグニチュード 
𝑀 
𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央地点から 
伝搬路までの距離 
𝐿 
𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の震源までの深さ 
𝐷 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常の発生数 
𝑁anom 
23 
地震の発生数 
𝑁eq 
21 
適中率 0.174 
予知率 0.191 
適中率と予知率の相乗平均 0.182 
確率利得 
𝐺P 
9.16 
 
 
図 7.5  NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
29 
 
 
 
図 7.6  NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
図 7.5及び図 7.6から、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と併発していた地震は千
葉県方面に多かったが、7.1.1節の図 7.1及び図 7.2と比較すると、NHK FM 東京（82.5MHz）
の伝搬異常と併発していた地震と、必ずしも一致しているわけではないことがわかった。 
上記の結果から、表 7-3で示した「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続
時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」を使用して伝搬異常を検出することで、伝搬路近辺で発生する比較的
規模の大きな地震を 2 割に満たない程度の確率で、地震発生 1 日前に予知できることがわ
かる。また、この結果から NHK FM 東京（82.5MHz）の伝搬異常と地震との関連性と同
程度の関連性が得られていることがわかる。また、長期の解析期間の中で発生していた伝
搬異常と地震が併発していたため、確率利得の値も大きいことがわかる。しかし、NHK FM 
東京（82.5MHz）の結果と比較すると伝搬異常の発生数や解析対象としている地震が多く
定義されているため、伝搬異常と地震が偶然併発する確率も上がっている。そのため、確
率利得の値に差が出ていると考えられる。しかし、その点を踏まえても、NHK FM 埼玉
（85.1MHz）の伝搬異常と伝搬路近辺で発生した比較的規模の大きな地震は偶然併発して
いるわけではないことがわかる。 
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7.2.2. 強風発生時間近辺を欠損データとした場合の伝搬異常と地震の関連性 
7.2.1節で述べたNHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と地震の関連性を踏まえた上で、
熊谷気象台の地表面平均風速を用いて、「風速の閾値 𝑊th」と「強風継続時間長 𝑊time [min]」
を定義し、強風を判断する。5.2節より、ここで強風と判断された時間帯近辺の伝搬異常デ
ータ及び地震データは、欠損データとして扱い、解析対象外とする。その上で再び NHK FM 
埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と伝搬路近辺の地震の関連性について、検証を行う。そのほ
かの解析条件は 7.2.1節と同様で、3年間分のNHK FM 埼玉（85.1MHz）の電波伝搬デー
タに対して、様々な「スケールパラメータ 𝑎」、「閾値 𝑡ℎ」、「伝搬異常継続時間長 𝑡𝑖𝑚𝑒 [min]」
を設けることで伝搬異常を定義し、地震についても様々な「マグニチュード M」、「伝搬路
と震央までの距離 L [km]」、「震源までの深さ D [km]」を設けることで、解析対象とする
地震を定義する。これらの伝搬異常データ及び地震データから強風発生時間近辺のものを
解析対象外とした上で、関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]で、最も伝搬異常と地震の関連
性が存在した解析パラメータと、その結果について以下の表 7-4に示した。 
表 7-4と 7.2.1節の表 7-3を比較すると、伝搬異常を定義するための解析条件及び解析対
象とする地震を定義する解析条件は、変化していないことがわかる。そのため、表 7-3と表
7-4における解析条件の差として、強風を考慮する際に設けた解析条件である「風速の閾値 
𝑊th」と「強風継続時間長 𝑊time [min]」が大きく左右していると考えられる。ここで表 7-4
の地震の発生数に着目すると、表 7-3と比べて減少していることがわかる。つまり、強風発
生時間近辺にいくらかの地震が発生していたため、欠損データとなっていることを示して
いる。この点を踏まえた上で、適中率と予知率に着目すると、表 7-3と比べて強風を考慮し
て強風発生時間近辺のデータを欠損データとした表 7-4の結果の方が、予知率の向上が見て
取れる。つまり、強風発生時間近辺に発生していた地震は伝搬異常との関連性がなく、こ
れらを解析対象外としたことで、予知率の値が向上したと考えることができる。また、強
風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした上で、NHK FM 埼玉
（85.1MHz）の伝搬異常と併発していた地震データを以下の図 7.7 に示した。加えて、伝
搬異常と併発していた地震と併発していなかった地震の、伝搬路との位置関係について、
図 7.8に示した。そこで、以下の図 7.7及び図 7.8と図 7.5及び図 7.6の比較を行うことで、
強風発生時間近辺の伝搬異常や地震を解析対象外としても、NHK FM 埼玉（85.1MHz）
の伝搬異常と併発していた地震は変化していないことがわかる。 
上記の結果から、7.1.2節と同様にNHK FM 埼玉（85.1MHz）の放送波においても、強
風発生時間近辺では、伝搬異常と地震の関連性について考慮することは避けたほうが良い
ことがわかった。 
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表 7-4 NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常の定義方法と 
解析対象とする地震の定義方法、及び伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 埼玉（85.1MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet Waveletのスケールパラメータ 
 𝑎 
（時間幅） 
27.65 
(90 [min]) 
閾値 
𝑡ℎ 
3.0 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 
40 [min] 
解析対象とする地震のマグニチュード 
𝑀 
𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央地点から 
伝搬路までの距離 
𝐿 
𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の震源までの深さ 
𝐷 
𝐷 ≦ 50 [km] 
風速の閾値 
𝑊th 
5.0 
強風継続時間長 
𝑊time 
360 [min] 
伝搬異常の発生数 
𝑁anom 
23 
地震の発生数 
𝑁eq 
18 
適中率 0.174 
予知率 0.222 
適中率と予知率の相乗平均 0.197 
確率利得 
𝐺P 
10.7 
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図 7.7 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした 
際に、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 7.8 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとした 
際の、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震、併発していなかった地震の位置関係 
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7.3. 各放送波の伝搬異常と地震の関連性の比較 
7.1.1節、7.2.1節を踏まえてNHK FM 東京（82.5MHz）とNHK FM 埼玉（85.1MHz）
の、それぞれの伝搬異常と地震の関連性について比較を行う。また 7.1.2 節、7.2.2 節を踏
まえて、強風と判断された時間帯近辺の伝搬異常データ及び地震データを欠損データとし
て扱い解析対象外とした場合の、各放送波の伝搬異常と地震の関連性についても考察を行
う。以下の図 7.9では、各放送波で強風を考慮している場合と考慮していない場合における
伝搬異常と地震の関連性を適中率と予知率、適中率と予知率の相乗平均及び確率利得で比
較したものを示している。 
 
 
図 7.9 強風発生時間近辺の伝搬異常データ及び地震データを解析対象外とした場合の
各放送波の伝搬異常と地震の関連性の変化 
 
図 7.9より、風速について考慮せずに解析を行った場合の、各放送波の伝搬異常と地震の
関連性に着目すると、どちらの放送波でも適中率と予知率の相乗平均は同程度の値である
ことがわかる。しかし、伝搬異常の発生数や解析対象とした地震の発生数の違いによって、
伝搬異常と地震が偶然併発する確率が変化するため、確率利得の差として表れている。ま
た、各放送波で風速を考慮して、強風発生時間近辺の伝搬異常と地震を解析対象外とした
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場合の伝搬異常と地震の関連性に着目すると、NHK FM 東京（82.5MHz）の解析結果の
方が、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の解析結果と比べて、適中率と予知率の相乗平均や確
率利得の値が大きくなっていることがわかる。これは、NHK FM 東京（82.5MHz）にお
ける伝搬異常と解析対象とした地震が、強風発生時間近辺で発生したものを取り除き、よ
り限定された状況でも、取り除く前と同じように伝搬異常と地震の関連性を保っていた結
果と考えることができる。また、NHK FM 埼玉（85.1MHz）においても、強風発生時間
近辺の伝搬異常と地震を解析対象外とすることで適中率と予知率の相乗平均や確率利得が
向上していることから、見通し内VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性を考察する上で、
地表面平均風速のような自然現象を考慮する必要性を感じた。 
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8. 地震予知システムの構築 
本研究室では、本稿でも扱った見通し内 VHF帯放送波を観測し、その受信電力をデータ
として蓄積している。現在、観測を行っている VHF帯放送波の一覧は 2章で示した表 2-1
の通りである。本研究室では観測を行っている VHF 帯放送波の中から、見通し内 VHF 帯
放送波をいくつか抜粋して、24 時間体制で解析を行うシステムを構築している。筆者が解
析を行ってきた結果から得られた傾向を元に、実際に伝搬異常と地震の関連性をリアルタ
イムで体感することを目的とし、最終的には地震予知システムとしての稼働を見立ててい
る。現在、筆者が解析対象としている見通し内 VHF帯放送波の一覧は図 8.1にも示してい
る通り、東京スカイツリーを送信点としている NHK FM 東京（82.5MHz）と Jwave
（81.3MHz）、埼玉県平野原を送信点としているNHK FM 埼玉（85.1MHz）、東京タワー
を送信点としている FM 東京（80.0MHz）、千葉県三山を送信点としている NHK FM 千
葉（80.7MHz）、茨城県燕山を送信点としている NHK FM 水戸（83.2MHz）の 6 つの放
送波である。これらの放送波の送信点と、受信点である群馬大学桐生キャンパスとの位置
関係についても同図に示した。 
システムの主な動作内容は 24 時間体制で観測し続けている見通し内 VHF 帯放送波の受
信電力データを元に、あらかじめ解析によって得られている各放送波の伝搬異常定義方法
を使用し、6時間ごとに解析を行い、伝搬異常と判断された場合には即座にメール配信にて
伝搬異常の様子を研究室メンバーに伝えている。システムに採用している各放送波の伝搬
異常を定義する解析条件と、その際の伝搬異常と地震との関連性については以下に記す。 
 
 
図 8.1 地震予知システムの概要と放送波の一覧 
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表 8-1 地震予知システムに採用している NHK FM 東京（82.5MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 東京（82.5MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 9.77 
(30 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.9 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 3.0 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 11 
解析対象の地震の数 13 
適中率 0.182 
予知率 0.154 
適中率と予知率の相乗平均 0.167 
 
表 8-1 では、実際に地震予知システムに採用している NHK FM 東京（82.5MHz）の解
析条件を示した。表 8-1は 7.1.1節で示した表 7-1とほぼ同一のものである。そのため、伝
搬異常と併発していた地震の一覧及び、伝搬路と地震発生地点の位置関係については 7.1.1
節の図 7.1及び図 7.2を参照にしていただきたい。NHK FM 東京（82.5MHz）の放送波で
は 2012年 4月 23日から 2015年 4月 22日までの解析期間における伝搬異常と地震の関連
性を元に、現在でも同程度の関連性が得られると判断した上で、この解析条件を採用して
いる。もし、現在でも同程度の関連性が得られるのであれば、伝搬異常が発生した時間帯
から 1 日以内に 2 割の確率で、比較的近距離で規模の大きな地震が発生し、併発すること
になる。 
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表 8-2 地震予知システムに採用している NHK FM 埼玉（85.1MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 埼玉（85.1MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 27.6 
(90 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 3.0 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 23 
解析対象の地震の数 21 
適中率 0.174 
予知率 0.191 
適中率と予知率の相乗平均 0.182 
 
表 8-2 では、実際に地震予知システムに採用している NHK FM 埼玉（85.1MHz）の解
析条件を示した。表 8-2は 7.2.1節で示した表 7-3とほぼ同一のものである。そのため、伝
搬異常と併発していた地震の一覧及び、伝搬路と地震発生地点の位置関係については 7.2.1
節の図 7.5及び図 7.6を参照にしていただきたい。また、NHK FM 埼玉（85.1MHz）の放
送波においても同様に、2012年 4月 23日から 2015年 4月 22日までの解析期間における
伝搬異常と地震の関連性を元に、現在でも同程度の関連性が得られると判断した上で、こ
の解析条件を採用している。もし、現在でも同程度の関連性が得られるのであれば、伝搬
異常が発生した時間帯から 1 日以内に 2 割の確率で、比較的近距離で規模の大きな地震が
発生し、併発することになる。また、NHK FM 東京（82.5MHz）とは、伝搬路も似てい
ることから、複数の放送波の伝搬異常によって、より信頼性の高い地震予知につなぐこと
も考えられる。 
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表 8-3 地震予知システムに採用している NHK FM 千葉（80.7MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 千葉（80.7MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 8.22 
(30 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 2.1 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 27 
解析対象の地震の数 37 
適中率 0.222 
予知率 0.108 
適中率と予知率の相乗平均 0.155 
 
表 8-3では、NHK FM 千葉（80.7MHz）の放送波について解析を行った結果を示した。
解析期間は表 8-1、表 8-2で示したNHK FM 東京（82.5MHz）やNHK FM 埼玉（85.1MHz）
の解析で使用したものと統一しており、2012年 4月 23日から 2015年 4月 22日までとし
ている。表 8-3の解析結果から、NHK FM 千葉（80.7MHz）の放送波は解析期間内で、伝
搬異常発生回数が 27 回、解析対象とした地震の発生数が 37 回となっている。これは、東
京スカイツリーを送信点としているNHK FM 東京（82.5MHz）や埼玉県平野原を送信点
としている NHK FM 埼玉（85.1MHz）と比べて、NHK FM 千葉（80.7MHz）の送信点
は千葉県三山であるため、地震が頻繁に発生しやすい千葉県や茨城県方面の地震が解析対
象となりやすいと考えることができる。また、適中率が 0.222、予知率が 0.108といった結
果から、27回発生していた伝搬異常のうち 6つの伝搬異常が、37回発生していた地震のう
ち 4 つの地震と併発していたことがわかる。伝搬異常と地震の併発数が合致していない点
については、複数の伝搬異常が 1 つの地震と関連付け時間長内で併発していたことがわか
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る。併発していた地震データの一覧は、以下の図 8.2に示す。また、NHK FM 千葉（80.7MHz）
の伝搬異常と併発していた地震と併発していなかった地震の、伝搬路との位置関係につい
ては以下の図 8.3に示す。 
 
 
図 8.2 NHK FM 千葉（80.7MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 8.3 NHK FM 千葉（80.7MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
図 8.2及び図 8.3から、NHK FM 千葉（80.7MHz）の伝搬異常は千葉県で発生した地震
との併発が多いことがわかる。この点に至っては、NHK FM 東京（82.5MHz）や NHK FM 
埼玉（85.1MHz）の伝搬異常と地震の関連性と酷似している。 
また、NHK FM 千葉（80.7MHz）の放送波では、伝搬異常が発生した場合、24時間以
内に地震が発生する確率はおよそ 2割程度であることがわかる。 
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表 8-4 地震予知システムに採用している Jwave（81.3MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
Jwave（81.3MHz） 
解析期間：2012/04/23～2015/04/22 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 9.77 
(30 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.6 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 2.6 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 11 
解析対象の地震の数 19 
適中率 0.182 
予知率 0.105 
適中率と予知率の相乗平均 0.138 
 
表 8-4 では東京スカイツリーを送信点としている Jwave（81.3MHz）の放送波について
解析を行った結果を示した。Jwave（81.3MHz）は NHK FM 東京（82.5MHz）と同じ東
京スカイツリーを送信点としているが、同じ解析期間を使用した場合でも、こちらの放送
波の伝搬異常は、マグニチュードが 4.6より大きい地震との関連性が高く、表 9-1と比較す
ると解析対象とした地震が NHK FM 東京（82.5MHz）とは異なっていることがわかる。
表 8-4 の解析結果から、適中率が 0.182、予知率が 0.105 であるため、11 回発生していた
伝搬異常のうち 2つの伝搬異常が、19回発生していた地震のうち 2つの地震と併発してい
たことがわかる。併発していた地震データの一覧は、以下の図 8.4 に示す。また、Jwave
（81.3MHz）の伝搬異常と併発していた地震と併発していなかった地震の、伝搬路との位
置関係については以下の図 8.5に示す。 
 
 
41 
 
 
 
図 8.4 Jwave（81.3MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
 
図 8.5 Jwave（81.3MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
図 8.4及び図 8.5と 7.1.1節の図 7.1、図 7.2との比較を行うと、2つの伝搬異常が関連付
け時間長内で 2つの地震と併発していた点においてはNHK FM 東京（82.5MHz）と似た
傾向が得られているが、Jwave（81.3MHz）とNHK FM 東京（82.5MHz）では併発して
いた伝搬異常と地震に共通性がなかったことから、同じ送信点である放送波であっても、
放送波ごとに伝搬異常と地震の関連性には異なった特徴があることがわかった。 
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表 8-5 地震予知システムに採用している FM 東京（80.0MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
FM 東京（80.0MHz） 
解析期間：2013/02/11～2016/02/10 
（𝑇all = 1095 [days]） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 9.39 
(30 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 1.0 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 4.0 [hour] 
伝搬異常の数 22 
解析対象の地震の数 21 
適中率 0.136 
予知率 0.143 
適中率と予知率の相乗平均 0.140 
 
表 8-5では東京タワーを送信点としている FM 東京（80.0MHz）の放送波の解析結果に
ついて示した。ここで注意するべきことは、解析期間が他の放送波と異なっている点であ
る。この放送波の送信アンテナは 2013 年 2 月 11 日に東京タワー中腹部から東京タワーの
頂上に移動しており、高さが変化したことによって本研究室の観測システムで得られる受
信電力の値にも変化が生じてしまった。そのため、アンテナ移動前後の観測データを共に
扱った解析は、統計的な解析に不適であると判断し、アンテナ移動後の 2013 年 2 月 11 日
からちょうど 3 年間分の観測データを使用して解析を行った。表 8-5 の解析結果から適中
率が 0.136、予知率が 0.143 であるため、解析期間内で 22 回発生していた伝搬異常のうち
3 つの伝搬異常が、21 回発生していた地震のうち 3 つの地震と関連付け時間長内で併発し
ていることがわかる。また、併発していた地震データの一覧は以下の図 8.6 に示す。また、
FM 東京（80.0MHz）の伝搬異常と併発していた地震と併発していなかった地震の、伝搬
路との位置関係については以下の図 8.7に示す。 
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図 8.6 FM 東京（80.0MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 8.7 FM 東京（80.0MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
図 8.6及び図 8.7から、解析期間が他の放送波とは異なるものの、FM 東京（80.0MHz）
の放送波においても他の放送波と同程度の、伝搬異常と地震の関連性が得られていること
がわかる。しかし、伝搬異常と併発していた地震については他の放送波とは異なり、千葉
県の地震だけでなく、栃木県を震源域とした地震との関連性も確認できた。 
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表 8-6 地震予知システムに採用している NHK FM 水戸（83.2MHz）の 
解析パラメータと、検出された伝搬異常と地震の関連性 
（関連付け時間長 𝑡per =  −1 [day]とする） 
 
NHK FM 水戸（83.2MHz） 
解析期間：2015/11/26～2016/11/25 
（𝑇all = 365 [days]） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 9.78 
(30 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.6 
解析対象とする地震の震央と伝搬路の距離 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 1.8 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 1.0 [hour] 
伝搬異常の数 20 
解析対象の地震の数 14 
適中率 0.150 
予知率 0.214 
適中率と予知率の相乗平均 0.179 
 
表 8-6 では、茨城県燕山を送信点としている NHK FM 水戸（83.2MHz）の放送波の解
析結果を示している。この放送波の解析においても、解析期間に変更点がある。こちらの
放送波では、2015 年の上半期に受信アンテナの不具合が見つかり、修理を行った。その結
果、修理前と修理後で、受信電力の変化が生じたため、この放送波においても受信アンテ
ナ修理前後の観測データを共に扱った解析は、統計的な解析に不適であると判断し、アン
テナ修理後の 2015年 11月 25日からちょうど 1年間分の観測データを使用して解析を行っ
た。表 8-6から、茨城県方面では短い解析期間においても、規模の大きな地震が多数発生し
ていることがわかる。また、適中率が 0.150、予知率が 0.214 であるため、解析期間内で
20回発生していた伝搬異常のうち 3つの伝搬異常が、14回発生していた地震のうち 3つの
地震と関連付け時間長内で併発していることがわかる。併発していた地震データの一覧は
以下の図 8.8に示す。また、NHK FM 水戸（83.2MHz）の伝搬異常と併発していた地震と
併発していなかった地震の、伝搬路との位置関係については以下の図 8.9に示す。 
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図 8.8 NHK FM 水戸（83.2MHz）の伝搬異常と併発していた地震 
 
 
図 8.9 NHK FM 水戸（83.2MHz）の伝搬路、及びその伝搬異常と 
併発していた地震と併発していなかった地震の位置関係 
 
図 8.8及び図 8.9から、NHK FM 水戸（83.2MHz）の伝搬異常と併発していた地震は、
茨城県方面で発生しているものが多かった。この結果からも複数の放送波を使用した解析
は、多方面の地震との関連性を発見できる可能性が得られたため、今後も複数の放送波を
扱い、伝搬異常と地震の関連性を確かめていく必要があることを実感した。 
8 章を通して、各放送波で解析期間が異なるものもあるが、伝搬異常が発生すれば 24 時
間以内におよそ 2割の確率で、比較的近距離で規模の大きな地震が発生する傾向があった。
もちろん、今後も解析を行い伝搬異常と地震の関連性を追究した上で、地震予知システム
としての確立を目指していく。 
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9. 東日本大震災の前後での伝搬異常と地震の関連性の違い 
伝搬異常と地震の関連性を考えていく上で、誰もが想像し得ることは、大規模な地震の
予測である。最近では、比較的近距離で東日本大震災が発生していた。そのため、東日本
大震災の発生前と発生後では、伝搬異常と地震の関連性に何か変化は起きていないのか、
といった点について疑問が生じた。本研究室の観測システムは 2010年の夏に新システムと
して構築しなおされて稼働している状況であるため、東日本大震災の発生前は 2010年 7月
29 日から 2011 年 3 月 10 日までのわずか 225日間の電波伝搬データしか存在していない。
しかし、東日本大震災発生前の貴重なデータには変わりないため、8章で述べた東日本大震
災発生後の解析結果との違いが表れるかどうか検証を行った。 
今回、解析対象とした見通し内 VHF帯放送波は 8章で扱った 6つの放送波である。しか
し、これらの放送波の伝搬データを 2010年 7月 29日から 2011年 3月 10日まで扱う上で
注意しなくてはならないことがある。まず、NHK FM 東京（82.5MHz）と Jwave（81.3MHz）
については、解析期間上、東京スカイツリーが完成する前の電波伝搬データとなるため、
送信点が東京タワーとなっていることである。次に、FM 東京（80.0MHz）の送信点は東
京タワーの中腹部であり現在とは受信電力値が異なる点である。最後に、NHK FM 水戸
（83.2MHz）を観測していた受信アンテナは、修理を行う前の受信電力値となっている点
である。これらの点を踏まえながら、見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性を
検証した。以下の表 9-1、表 9-2、表 9-3 にそれぞれの放送波の解析結果を示す。この解析
結果は解析期間中で最も適中率と予知率の相乗平均の値が得られたものを指し示している。 
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表 9-1 東日本大震災発生前の見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性（1） 
解析期間（2010/07/29～2011/03/10：225日） 
 
NHK FM 東京 
（82.5MHz） 
NHK FM 埼玉 
（85.1MHz） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 32.88 
(90 [min]) 
𝑎 = 65.8 
(240 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.5 𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央
と伝搬路の距離 
𝐿 ≦ 100 [km] 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 4.5 𝑡ℎ = 4.9 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 5 5 
解析対象の地震の数 6 6 
適中率 0.200 0.200 
予知率 0.167 0.167 
適中率と予知率の相乗平均 0.183 0.183 
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表 9-2 東日本大震災発生前の見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性（2） 
解析期間（2010/07/29～2011/03/10：225日） 
 
NHK FM 千葉 
（80.7MHz） 
Jwave 
（81.3MHz） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 65.8 
(240 [min]) 
𝑎 = 39.1 
(120 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.5 𝑀 ≧ 4.5 
解析対象とする地震の震央
と伝搬路の距離 
𝐿 ≦ 100 [km] 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 5.0 𝑡ℎ = 4.8 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 9 5 
解析対象の地震の数 9 6 
適中率 0.111 0.200 
予知率 0.111 0.167 
適中率と予知率の相乗平均 0.111 0.183 
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表 9-3 東日本大震災発生前の見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性（3） 
解析期間（2010/07/29～2011/03/10：225日）  
 
FM 東京 
（80.0MHz） 
NHK FM 水戸 
（83.2MHz） 
Morlet waveletの 
スケールパラメータ 
（時間幅） 
𝑎 = 46.5 
(150 [min]) 
𝑎 = 65.8 
(240 [min]) 
解析対象とする地震の 
マグニチュード 
𝑀 ≧ 4.5 𝑀 ≧ 4.4 
解析対象とする地震の震央
と伝搬路の距離 
𝐿 ≦ 100 [km] 𝐿 ≦ 100 [km] 
解析対象とする地震の 
震源までの深さ 
𝐷 ≦ 50 [km] 𝐷 ≦ 50 [km] 
伝搬異常を定義するための 
閾値 
𝑡ℎ = 4.5 𝑡ℎ = 2.9 
伝搬異常を定義するための 
伝搬異常継続時間長 
𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 𝑡𝑖𝑚𝑒 = 0.5 [hour] 
伝搬異常の数 5 25 
解析対象の地震の数 6 24 
適中率 0.200 0.040 
予知率 0.167 0.042 
適中率と予知率の相乗平均 0.183 0.041 
 
表 9-1、表 9-2、表 9-3 では各放送波において適中率と予知率の相乗平均が最も高く得ら
れた解析条件と、その結果を示している。これらの表から、解析期間は短いものの、各放
送波で伝搬異常と地震の関連性が確認できた。ただし、茨城県方面の地震が解析対象とな
りやすいNHK FM 千葉（80.7MHz）や NHK FM 水戸（83.2MHz）では、東日本大震災
前の地震が多発しており、伝搬異常と関連性の得られなかった地震も多くなってしまい、
適中率と予知率の相乗平均として表れていることがわかる。 
表 9-1、表 9-2、表 9-3 の解析結果から、東日本大震災発生後のデータを使用した解析結
果である 8章の表 8-1、表 8-2、表 8-3、表 8-4、表 8-5、表 8-6との比較を行うと、使用し
ているスケールパラメータが大幅に変化している。このことから、東日本大震災発生前と
東日本大震災発生後では見通し内VHF帯放送波の受信電力の変動の仕方に違いがあること
がわかった。ただ、解析期間の違いを始めとして、送信点の違いや不具合による受信電力
値の変化などによる変化も存在するため、断定はできない。 
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10. 結論 
本稿では見通し内VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性について統計的に検証を行っ
た。その際、筆者は見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常が時間変化する受信電力の変動とし
て表れると考えたため、スペクトル解析手法である連続ウェーブレット変換を採用し、伝
搬異常の検出を行った。その結果、2つの見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常は、伝搬異常
発生後 1日以内に伝搬路近辺で発生した比較的規模の大きな地震との間に関連性があった。
7.1.1 節の表 7-1 及び 7.2.1 節の表 7-3 で示した「適中率と予知率の相乗平均」から、各放
送波でそれぞれ伝搬異常が発生した場合に、発生時刻から 1 日以内に比較的近距離で比較
的規模の大きな地震が 2 割程度の確率で発生していたことがわかった。また、同様に「確
率利得 𝐺P」より、伝搬異常と地震の関連性は、両者が偶然併発する確率の 10～15 倍程度
であったため、この点からも両者の間には関連性があると言える。しかし、地震と関連し
ていなかった伝搬異常も少なからず存在したため、筆者はその原因として他の自然現象（風
速）に着目した。そのため、伝搬路近辺の地表面平均風速値を使用した上で伝搬異常と地
震の関連性を再度検証した結果、7.1.2 節の表 7-2 及び 7.2.2 節の表 7-4 で示した「適中率
と予知率の相乗平均」から、NHK FM 東京（82.5MHz）では伝搬異常が発生した場合に、
発生時刻から 1 日以内に比較的近距離で比較的規模の大きな地震が 3 割程度の確率で発生
していたことがわかり、「確率利得 𝐺P」の値も 7.1.1節の表 7-1と比べると大幅に増加した。
また、NHK FM 埼玉（85.1MHz）においても、7.2.1節の表 7-3と比べると「適中率と予
知率の相乗平均」の値、及び「確率利得 𝐺P」の値が上昇していることがわかる。よって、
強風が発生していた時間帯の前後に生じていた伝搬異常や地震を解析対象外とすることで、
より信頼性の高い伝搬異常と地震の関連性を統計的に得ることができた。これらの結果か
ら、様々な自然現象を考慮していくことで、伝搬異常と地震の関連性をより信頼性の高い
ものにできると考えている。従って、強風や雷雲の発生といった自然現象と見通し内 VHF
帯放送波の伝搬異常との関連性を明らかにしていくことで、地震と関連していなかった伝
搬異常の発生原因を突き詰めていき、活用することで伝搬異常と地震の関連性を追究して
いくことが今後の課題として挙げられる。 
また 8章では、現状の解析で得られた見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連性
を元に、地震予知システムの構築内容について述べた。システム内では扱う放送波の幅を
広げ、リアルタイムで伝搬異常と地震の関連性について検証を行うことで、今後の解析の
手掛かりを掴むことができれば良いと考えている。 
加えて 9章では、東日本大震災の前後で見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の関連
性について検証を行ったが、大震災の前後では、地震との関連性が高かった見通し内 VHF
帯放送波の伝搬異常の変動に違いが生じていた。そのため、規模が大きな地震の前兆とし
て、見通し内 VHF帯放送波の受信電力に普段とは異なった変動が表れると考えることがで
きる。今後は東日本大震災発生後の電波伝搬データを使用して、受信電力の変動に着目し
ながら解析を行っていく必要性を感じた。 
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研究業績 
本研究を進めるにあたって、作成した学会用発表原稿や投稿中の学会論文を末尾に記載す
る。 
 
（1）.見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震及び地表面平均風速の統計的関連性 
   2017年 日本大気電気学会誌 採録決定 
 
（2）.ウェーブレットを用いた見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震の統計的関連性 
   2015年 12月 日本地震予知学会 第２回学術講演会 発表原稿 
 
（3）.見通し内 VHF帯放送波の伝搬異常と地震及び地表面平均風速の統計的関連性 
   2016年 12月 日本地震予知学会 第３回学術講演会 発表原稿 
 
また、本研究室は文部科学省,科学技術・学術審議会,測地学分科会,「電磁気的地震先行現象
の観測と統計評価による他種の先行現象との比較」に参加しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
